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事務局職員出席者

事 務 局 長 渡久山 武 志

事 務 局 次 長 坂 元 修 一

議 事 課 長 鬼 川 真 治

政策調査課長 伊 豆 雅 広

議事課長補佐 関 谷 幸 二

議事課常任委員会
藤 村 正

担 当 主 幹

◎ 日程の決定

○二見委員長 それでは、ただいまから決算特

別委員会を開会いたします。

各委員におかれましては、分科会審査、誠に

お疲れさまでした。

まず、本日の日程は、お手元に配付の次第の

とおり進めたいと思いますが、御異議ありませ

んか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○二見委員長 御異議ありませんので、そのよ

うに決定いたします。

◎ 分科会主査報告

○二見委員長 それでは、分科会主査の報告に

入ります。各主査に順次、審査結果の報告をお

願いいたします。

まず、総務政策分科会、日高博之主査から報

告をお願いいたします。

○日高主査〔登壇〕（拍手）御報告いたします。

当分科会所管の令和３年度宮崎県歳入歳出決

算の認定につきましては、慎重に審査いたしま

した結果、全会一致でこれを認定すべきものと

決定いたしました。

以下、審査の主な概要について申し上げます。

まず、決算の概要についてであります。

令和３年度の一般会計の決算規模は、歳入

が7,298億2,673万7,000円、歳出が7,169億9,000

万5,000円で、令和２年度と比較して、歳入が3.7

％、歳出が4.4％の増であります。

この結果、歳入から歳出を差し引いた形式収

支は、128億3,673万2,000円であり、このうち翌

年度に繰り越すべき財源を除いた実質収支は、51

億9,977万1,000円の黒字となっております。

決算に基づく本県財政の健全化判断比率につ

きましては、実質公債費比率が 10.6％で前年度

と同じ、将来負担比率が対前年度比7.9ポイント

減の95.7％となっており、改善状況にあります。

しかしながら、本県財政を取り巻く状況は、

年々増加する社会保障関係費に加え、防災・減

災、国土強靭化対策や公共施設の老朽化対策、

さらには国民スポーツ大会・全国障害者スポー

ツ大会開催に係る経費も必要となるなど、今後、

多額の財政負担が見込まれており、引き続き厳

しい状況が続くものと考えられます。

また、新型コロナ対策に加え、原油価格・物

価高騰等の影響による財政需要も見込まれます。

当局におかれては、今後の財政負担を見込ん

だ上で、さらなる財政健全化に向けた取組を進

め、予算の効率的・効果的な執行に努めるとと

もに、歳入確保にもしっかりと取り組み、引き

続き健全な財政運営を行っていただくよう要望

します。

次に、大規模災害時における物資の安定供給

調査についてであります。

このことについて委員より、「物資の備蓄数量

や備蓄場所について、どのような調査結果となっ

たのか」との質疑があり、当局より「国の計画

の見直しにより、車中泊等の避難所以外の避難

者分も物資を備蓄することとなったため、備蓄

数量は増加するとともに、物資の搬入・搬出が

令和４年10月５日（水）
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円滑に行える新たな物資拠点が必要であること

が明らかになった」との答弁がありました。

南海トラフ地震等の大規模災害に備え、食料

や生活必需品を備蓄しておくことは大変重要で

あることから、当局におかれては、物資拠点の

整備を早急に進めるとともに、市町村や関係団

体と連携をとりながら、より一層の防災対策を

講じていただくよう要望します。

次に、予算の有効活用についてであります。

新型コロナの影響による各種会議の中止やリ

モートによる開催に伴う旅費の執行残が各所属

で見られるとともに、行動制限等により、当初

の計画通りに実施できない事業があったとの報

告がありました。

このことについて委員より、「リモート会議が

増えてきているが、引き続き必要な予算は確保

し、職員には実際に現地に出向いて見て学んだ

ことも施策に生かしていただきたい」との意見

があり、当局より、「これまで以上に事業の成果

を上げるためには、対面で話を聞いたり、現地

の状況を見ることも大切であるため、リモート

と対面式を使い分け、予算を有効に活用したい」

との答弁がありました。

また、別の委員より、「県境往来者ＰＣＲ検査

支援事業など、新型コロナウイルス感染症対応

地方創生臨時交付金を活用した事業における残

額は返還したのか」との質疑があり、当局より、

「令和３年度における同交付金については、充

当する事業を変更して活用している」との答弁

がありました。

当局におかれては、予算の有効活用はもとよ

り、国の交付金や補助金を最大限に活用し、県

民生活や経済活動の本格的な回復やさらなる活

性化に取り組んでいただくよう要望します。

最後に、財務事務執行等に係る定期監査結果

についてであります。

このことについて複数の委員より、「内部統制

制度が導入された知事部局においては、令和２

年度以降、監査の指摘事項等の件数が半数以下

になっており、制度の導入効果について高く評

価している」との意見がありました。

多様化する県民ニーズに的確に対応しながら、

限られた財源の中で、県民の暮らしを支える行

政サービスを提供していくためには、適正で効

率的な事務の管理や執行体制の強化が重要であ

ります。

当局におかれては、引き続き、監査の指摘事

項等を庁内で共有することにより再発防止に向

けた意識啓発を図るとともに、適切な事務処理

を行うために必要な対策が徹底されるよう関係

部局と連携しながら取り組んでいただくよう要

望します。

以上をもって、当分科会の要望とし、報告を

終わります。（拍手）〔降壇〕

○二見委員長 次は、厚生分科会、岩切達哉主

査に報告をお願いします。

○岩切主査〔登壇〕（拍手）御報告いたします。

当分科会所管の令和３年度宮崎県歳入歳出決

算及び宮崎県立病院事業会計決算の認定につき

ましては、慎重に審査いたしました結果、宮崎

県歳入歳出決算については賛成多数により、宮

崎県立病院事業会計決算については全会一致に

より、これを認定すべきものと決定いたしまし

た。

以下、審査の主な概要について申し上げます。

まず、福祉人材の確保についてであります。

このことについて委員より、福祉人材センター

における新規求職者数が469人であるのに対し

て、実際に就職に結びついた人数が137人と少な

い理由について質疑があり、当局より、「福祉事
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業所の勤務時間や給与等の勤務条件と求職者の

希望する勤務条件が合致しないことが要因であ

る」との答弁がありました。

高齢化の進行などによる福祉ニーズの増大に

対応するため、福祉人材の重要性は高まってい

ることから、当局におかれては、マッチングに

至らない理由の分析などにより、人材確保の取

組を推進していただくよう要望します。

次に、母子保健対策についてであります。

このことについて委員より、県内における人

工妊娠中絶の状況について質疑があり、当局よ

り、「本県の人工妊娠中絶実施率は、令和２年度

に全国ワースト１位となっている。望まない妊

娠に至らないよう、若い世代に向けた健康教育

を今後も続けてまいりたい」との答弁がありま

した。

人工妊娠中絶は、身体だけではなく精神的に

も大きなダメージを与えることから、当局にお

かれては、引き続き健康教育による出産や家族

計画に関する知識の普及啓発に努めるとともに、

妊娠・出産について不安を持つ女性を対象とし

た相談支援の取組を推進していただくよう要望

します。

最後に、宮崎県立病院事業会計の決算の概要

についてであります。

令和３年度の病院事業収益は、356億3,980

万2,000円、病院事業費用は、355億814万8,000

円であり、純利益は、１億3,165万4,000円で２

年連続の黒字となりましたが、前年度と比較す

ると、黒字額が12億1,264万円減少しております。

これは、前年度に比して、入院・外来収益は

増加した一方、コロナ患者受入れのための病床

確保料が減少したことに加え、医師・看護師な

どの人件費や県立宮崎病院の移転経費が増加し

たことによるものです。

当局におかれては、新型コロナ対策を継続し

ながら、全県レベルあるいは地域の中核病院と

して、県民に高度で良質な医療を安定的に提供

するため、引き続き医療スタッフの確保・充実、

医療提供体制の強化等に努め、適時適切な経営

判断により、収支のバランスのとれた病院事業

を継続していただくよう要望します。

以上をもって、当分科会の要望とし、報告を

終わります。（拍手）〔降壇〕

○二見委員長 次は、商工建設分科会、西村賢

主査に報告をお願いします。

○西村主査〔登壇〕（拍手）御報告いたします。

当分科会所管の令和３年度宮崎県歳入歳出決

算の認定につきましては、慎重に審査いたしま

した結果、賛成多数でこれを認定すべきものと

決定いたしました。

以下、審査の主な概要について申し上げます。

初めに、小規模企業者等設備導入資金特別会

計についてであります。

このことについて委員より、「小規模企業者等

に安定した経営や成長を続けてもらうために、

最大限の支援をしなければならない中で、収入

未済金の償還を促進するのか、不納欠損金とし

て整理するのかについては、十分に検討した上

で見極める必要があるのではないか」との質疑

があり、当局より、「小規模企業者等の今後の維

持発展のためにも、過剰な負担は望ましくない

ことから、債務者それぞれの事情を総合的に判

断しながら、収入未済額の解消に努めてまいり

たい」との答弁がありました。

当局におかれては、小規模企業者等が原油高・

物価高騰等の苦境を乗り切ることができるよう、
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債務者個別の事情に即した対応を進めながら、

貸付事業の健全化に向けて、引き続き収入未済

額の縮減に努めていただきますよう要望します。

次に、外国人留学生の就職・採用支援につい

てであります。

このことについて委員より、「支援した留学

生75人に対し、就職内定者が４人に留まったの

はなぜか」との質疑があり、当局より、「外国人

留学生は県を限定せずに広域で仕事を探すため、

条件がよい都市部へ流れてしまう傾向にある。

県内の留学生に限らず、本県企業に興味のある

留学生には積極的に企業を紹介したところであ

るが、このような結果となった」との答弁があ

りました。

これに対して委員より、「県内で外国人の支援

を行う団体からも、同様の事情を伺っている。

本県を選んでいただくためには、温かい県民性

や住みやすい環境に加え、外国人を支援する体

制が整っていることなどをもっと伝えていく必

要があるのではないか」との質疑があり、当局

より、「本県の県民性や気候を好まれる方もい

らっしゃることから、本県の魅力を十分にＰＲ

するなど、引き続き本県で働いていただける方

の獲得に努めてまいりたい」との答弁がありま

した。

全国的に若年層の割合が減少する中、外国人

労働者の重要性は、今後ますます高まると予想

されることから、当局におかれては、本県で働

くことの魅力が十分に伝わるよう、より積極的

な広報を行うとともに、関係団体と連携しなが

ら外国人労働者の確保に努めていただくよう要

望します。

最後に、通学路における安全対策についてで

あります。

このことについて委員より、「本県の法定通学

路における歩道整備率は、令和３年度の実績

で、74.3％となっているが、未整備区間は何キ

ロメートルあるのか」との質疑があり、当局よ

り、「法定通学路は635キロメートルあり、未整

備区間は163キロメートルとなっている」との答

弁がありました。

これに対して別の委員より、「対策が必要な箇

所の優先順位については、どのように決定して

いるのか」との質疑があり、当局より、「道路管

理者や警察、学校、ＰＴＡなどが合同で実施す

る定期点検に基づき、全市町村で策定された「通

学路交通安全プログラム」において対策が必要

とされている箇所や、昨年度の千葉県八街市で

の事故を受けて実施した合同点検箇所の中から、

交通量や交通事故発生状況などを踏まえ、優先

順位を設定している」との答弁がありました。

通学路の安全対策は、子供たちの命に関わる

ことであるため、当局におかれては、引き続き、

警察や教育委員会等と連携し、対策が必要な箇

所を適宜把握するとともに、安全対策を可能な

限り早急に講じていただきますよう要望します。

以上をもって、当分科会の要望とし、報告を

終わります。（拍手）〔降壇〕

○二見委員長 次は、環境農林水産分科会、武

田浩一主査に報告をお願いします。

○武田主査〔登壇〕（拍手）御報告いたします。

当分科会所管の令和３年度宮崎県歳入歳出決

算の認定につきましては、慎重に審査いたしま
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した結果、全会一致でこれを認定すべきものと

決定いたしました。

以下、審査の主な概要について申し上げます。

初めに、県産木材についてであります。

このことについて、委員より、海外における

県産木材の販路拡大への取組について質疑があ

り、当局より、「これまでの取組を生かして、台

湾や韓国を中心にアジアにおける販路拡大に努

めている。また、これまでの原木中心の輸出か

ら今後は県内で加工した製材など付加価値の高

い製品の輸出拡大に取り組んでまいりたい」と

の答弁がありました。

当局におかれては、引き続き、県際収支を意

識した木材の地産外消、輸出拡大の取組を推進

していただくよう要望します。

次に、スマート農業の推進についてでありま

す。

このことについて委員より、「農業従事者の高

齢化や減少が進む本県において、農業生産力を

維持していくためには、スマート農業の積極的

な導入を進めていく必要があるのではないか」

との質疑があり、当局より、「スマート農業の実

証事業で得られた各種のデータや知見を活用し、

本県の農業生産の維持、拡大に生かせるよう取

り組んでまいりたい」との答弁がありました。

当局におかれては、スマート農業技術の導入

による作業の省力化、機械化に向けた人材育成

の取組をさらに推進していただくよう要望しま

す。

次に、農業の担い手対策についてであります。

このことについて委員より、本県農業におけ

る重要な課題となっている担い手確保の取組に

ついて質疑があり、当局より、「新型コロナの影

響によるオンラインでの開催も含め就農相談会

を県内外で８回実施し、令和３年の新規就農者

数は405人となった。また、お試し就農の取組に

ついては、例年を上回る95人が研修に参加し、

そのうち59人が継続雇用できたことは大きな成

果であると考えている」との答弁がありました。

当局におかれては、農業の担い手の確保・育

成について、より一層取り組んでいただくよう

要望します。

最後に、試験研究の人材育成と研究費の確保

についてであります。

このことについて委員より、「委員会では、農

林水産各分野における試験場の先進的な研究に

ついて調査を実施したが、これらの研究を行う

人材の育成や研究費の確保について、どのよう

な取組がなされているのか」との質疑があり、

当局より、「研究員の博士学位取得に向けた支援

や、外部研究機関等への派遣研修といった人材

育成の取組を継続的に行っており、研究費につ

いては、国の実証試験を受託するなど、必要額

を確保している」との答弁がありました。

試験研究は、他県との差別化を図り、本県の

将来への投資となる重要な取組であることから、

当局におかれては、本県の農林水産業の将来を

担う研究者の育成に積極的に取り組むとともに、

引き続き、必要な研究費の確保に努めていただ

くよう要望します。

以上をもって、当分科会の要望とし、報告を

終わります。（拍手）〔降壇〕

○二見委員長 次は、文教警察企業分科会、河

野哲也主査に報告をお願いします。

○河野主査 〔登壇〕（拍手）御報告いたします。

当分科会所管の令和３年度宮崎県歳入歳出決

算並びに宮崎県電気事業会計及び宮崎県工業用

水道事業会計の利益の処分及び決算、宮崎県地

域振興事業会計決算につきましては、慎重に審

査いたしました結果、いずれも全会一致で、こ
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れを認定または、可決及び認定すべきものと決

定いたしました。

以下、審査の主な概要について申し上げます。

初めに、企業局における宮崎県電気事業会計

決算の概要についてであります。

令和３年度の純利益は、3,532万7,000円となっ

ており、その他未処分利益剰余金変動額と合わ

せた当年度未処分利益剰余金は、３億5,940

万1,000円となっております。その処分について

は、一部を資本金へ組み入れ、残余は地方振興

積立金等に積み立てることとされております。

なお、供給電力量の目標達成率は、下半期の

降水量が平年に比べて少なかったことから、91.7

％となっております。

次に、宮崎県工業用水道事業会計決算の概要

についてであります。

令和３年度の純利益は、3,211万2,000円となっ

ており、その他未処分利益剰余金変動額と合わ

せた当年度未処分利益剰余金は、9,352万2,000

円となっております。その処分については、一

部を資本金へ組み入れ、残余は借入金償還積立

金に積み立てることとされております。

なお、常時使用水量の目標達成率は、細島工

業団地の工場等のほか、臨時的な給水を行って

いる日向市への給水が目標を下回ったことか

ら、92.8％となっております。

次に、宮崎県地域振興事業会計決算の概要に

ついてであります。

令和３年度の純利益は、206万3,000円となっ

ており、年間利用者の増加による指定管理者か

らの納付金収入の増や、修繕費の減などにより、

４年ぶりに黒字を計上したところであります。

なお、純利益から前年度繰越欠損金を処理し

た結果、当年度未処理欠損金は931万1,000円と

なっております。

次に、育英資金特別会計についてであります。

このことについて委員より、「令和３年度の収

入未済額は、前年度に比べ約3,700万円減少した

とのことであるが、債権回収のための人材を雇

用しているのか」との質疑があり、当局より、

「現在、債権管理員を５名、返還促進員を１名

雇用し、電話催促を中心とした回収業務にあたっ

ている」との答弁がありました。

当局におかれては、収入未済額のさらなる縮

減に向け、税務部門や他県の取組等を参考にし

ながら、償還への取組をより一層推進していた

だくよう要望します。

次に、高校生の県内就職促進についてであり

ます。

このことについて委員より、高校生のインター

ンシップや企業見学への参加実績についての質

疑があり、当局より、「コロナ禍前は、専門系高

校の生徒はほとんど参加していたが、昨年度は、

前年度に引き続き、新型コロナの影響で、イン

ターンシップ等が予定どおり実施できなかった

ことから、コロナ禍前と比べると参加者は減少

している」との答弁がありました。

当局におかれては、インターンシップや企業

見学は、県内就職を促進する上で非常に有効な

取組であることから、普通科高校の生徒の参加

機会を増やすとともに、コロナ禍などの状況下

における開催方法を工夫するなど、参加者を増

やすための必要な対策を講じていただくよう要

望します。

最後に、犯罪抑止対策についてであります。

このことについて委員より、「昨年の自転車の

盗難件数は、令和２年に比べ減少しているが、

本県と人口規模が近い他県と比較すると、まだ

多いように感じる。本県で発生する自転車盗難

は、どのようなケースが多いのか」との質疑が
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あり、当局より、「令和３年の自転車盗難件数の

うち、約７割が施錠されていない自転車が盗ま

れるケースであり、また、被害者は半数以上が

中高生である」との答弁がありました。

当局におかれては、自転車盗難ゼロを目指し

て、施錠の徹底を広く県民に呼びかけるととも

に、被害の多い中高生向けの対策を強化してい

ただくよう要望します。

以上をもって、当分科会の要望とし、報告を

終わります。（拍手）〔降壇〕

○二見委員長 以上で各分科会の主査報告は終

わりました。

分科会の主査報告は、全ての分科会で認定、

または可決及び認定であります。

ただいまの各分科会主査報告に対する質疑は

ありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

◎ 採 決

○二見委員長 それでは、質疑もないようですの

で、議案第24号から第28号までの採決を行いま

す。

まず、議案第24号についてお諮りいたします。

議案第24号に対する全ての主査の審査結果報

告は、認定であります。各主査の報告のとおり

決することに賛成の委員の挙手を求めます。

〔賛成者挙手〕

○二見委員長 挙手多数。よって、本案は、各

主査の報告のとおり認定すべきものと決定いた

しました。

次に、議案第25号から第28号について、一括

お諮りいたします。

各号議案に対する関係主査の審査結果報告は、

可決及び認定、または認定であります。関係主

査の報告のとおり決することに御異議ございま

せんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○二見委員長 御異議なしと認めます。よって、

各号議案は、関係主査の報告のとおり可決及び

認定、または認定すべきものと決定しました。

◎ 委員長報告について

○二見委員長 次に、決算特別委員会としての

委員長報告についてであります。

７日の本会議におきまして、決算特別委員会

委員長の審査結果報告を行うこととなっており

ます。

ただいまの各主査の報告に基づきまして、委

員長報告の骨子案を、お手元の資料のとおり取

りまとめております。

委員長報告については、この骨子案を基に作

成したいと思いますが、その取扱いにつきまし

ては、正副委員長に御一任いただくことで御異

議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○二見委員長 御異議ありませんので、そのよ

うに取り計らいます。

◎ 閉 会

○二見委員長 それでは、以上で本日の委員会を

終了いたします。

午前11時30分閉会
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